
（１）業種別
医療・福祉業　

製造業　 

飲食店・宿泊業

建設業

卸売・小売業　

金融・保険業

生活関連サービス業(理美容業
等）
運輸業・郵便業　

電気・ガス・熱供給・水道業　

不動産・物品賃貸業　

その他 　　　　　　　　　　　　　　　       

回答なし
（２）従業員数

56.2%

22.1%

7.2%

4.0%

4.3%
6.2%

10人未満　

50人未満

100人未満　

300人未満

300人以上

回答なし

平成 24年度 職場における受動喫煙防止対策の実態調査（結果概要） 

 

１．調査目的 

 市原地域における健康課題の改善と、地域に働く方々の健康づくりを進めていくため、

職場等における喫煙状況等の実態と課題を明らかにし、対応策を検討するため、調査を実

施した。 

 

２．調査方法 

１）アンケート調査 

 ①調査対象者 市原地域の事業所 約２，６００事業所 

 ②調査方法 アンケート調査（自己記入式） 

   管内事業所に対し、調査票を郵送等配布後、ＦＡＸ等で回収 

   （一部、講演会等終了後配布し回収） 

 ③調査期間 平成２４年９～１０月 

２）アンケート調査回収状況 

  ①回収数    ２７６か所 

  ②回収率    １０．６％ 

 

３ 調査結果 

（１）業種 

 回答のあった事業所の業種   

をみると、「生活関連サービス業（理

美容）」が８８カ所（３１．９％）

と一番多く、次いで医療・福祉業８

３カ所（３０．１％）、製造業４２

カ所（１５．２％）である。 

 

 

（２）従業員数 

 事業所の従業員別では、１０人未

満の小規模事業所が、１５５カ所（ 

５６．２％）で一番多く、次に５０

人未満が６１カ所（２２．１％）で

あった。 

 

 



（３）従業員の喫煙状況

48.7%
51.3%

喫煙者のみ

喫煙者以外に未成年、呼
吸器の病気等がいる

（３）従業員の喫煙状況 

従業員中、喫煙者が在籍し 

ている事業所は、１１７カ所 

（４２．４％）で、その内、

喫煙者のみは５７カ所（４８．

７％）、残り６０カ所（５１．

３％）は、未成年・糖尿病・

がん、呼吸器疾患等、喫煙に

影響のある人が在籍してい

た。 

 

 

 

（４）たばこ対策担当者のいる事業所（業種別） 

 

 たばこ対策担当者のい

る割合は、建設業４カ所

（３６．４％），製造業 

１３カ所（３１．０％）が

高かった。 

 飲食宿泊業、生活関連サ

ービス（理美容）では担当

者の設置が低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）たばこ対策担当者のいる事業所数・割合 
 

業種 
事業所

数 

担当者がい

る事業所数 

担当者のい

る割合(％) 

医療・福祉業  83 13 15.7 

製造業   42 13 31.0 

飲食店・宿泊業 20 1 5.0 

建設業 11 4 36.4 

卸売・小売業  6 0 0.0 

金融・保険業 8 1 12.5 

生活関連サービス業(理美容業等） 88 6 6.8 

運輸業・郵便業  3 0 0.0 

電気・ガス・熱供給・水道業  2 0 0.0 

不動産・物品賃貸業  2 0 0.0 

その他                  10 0 0.0 

回答なし 1 0 0.0 

計 276 38 13.8 



（６）　たばこ対策に取り組んでいる割合
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医療・福祉業
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飲食店・宿泊業
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取り組んでいる

いない・回答なし

（５）たばこ対策担当者の有無とたばこ対策実施状況 

 たばこ対策担当者がいて対策に取り組んでいる事業所は９２．１％、担当者がいない場

合は、４８．２％だった。 

一方、たばこ対策に取り組んでいない事業所では、９４．３％でたばこ対策担当者がい

なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）たばこ対策への取り組み状況 

 たばこに関する講演会・研修会、個別禁煙相談、ポスターの掲示、環境の整備等、たば

こ対策に取り組んでいる事業所は、約半数の１４７カ所（５３．３％）だった。 

 取組み状況では、製造業、建設業、電気・ガス・熱供給・水道業では、８０％を超えて

いるが、飲食・宿泊業や生活関連サービス業（理美容）では２０％台となっていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５） たばこ対策担当者の有無とたばこ対策の実施状況 
  

対策の状況 担当者有 担当者無 回答なし 計 

取り組んでいる 

35 107 5 147 

23.8% 72.8% 3.4% 100.0% 

92.1% 48.2% 31.3% 53.3% 

取り組んでいない 

2 99 4 105 

1.9% 94.3% 3.8% 100.0% 

5.3% 44.6% 25.0% 38.0% 

回答なし 

1 16 7 24 

4.2% 66.7% 29.2% 100.0% 

2.6% 7.2% 43.8% 8.7% 

計 

38 222 16 276 

13.8% 80.4% 5.8% 100.0% 

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 



（７）　従業員数別・たばこ対策取組み状況
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（８）　取り組んだたばこ対策の内容(複数回答)n=147
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講演会・研修会

個別禁煙相談

ポスター掲示

環境整備(室内等)

その他

取り組んでいない

回答なし

（９）　受動喫煙防止の努力義務の認知度

65.2%

13.4%

15.2%

6.2%

知っている

受動喫煙という言葉を聞いた
が、内容知らない

知らない

回答なし

（７）従業員数別・たばこ対策取組み状況 

 たばこ対策について、

従業員別の実施状況は、

５０人未満では４４カ

所（７２．１％）、１０

人未満だと５７カ所（ 

３６．８％）と、従業員

数が少ないほど取組み

率が低くなっている。 

 

 

 

 

（８）取り組んだたばこ対策の内容 

 室内等の環境整備

８５、ポスター掲示 

６６、講演・研修会 

１４、個別禁煙相談 

１２事業所で行って

いた。（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

（９）受動喫煙防止の努力義務の認知度 

 受動喫煙防止対策の

努力義務について、知っ

ている ６５．２％、言

葉は聞いたが内容は知

らない１３．４％、知ら

ない１５．２％だった。 

 

 

 



（１０）　受動喫煙防止対策の実施状況

65.9%

31.9%

2.2%

実施している  

実施していない

回答なし

（１１）　業種別・受動喫煙防止対策の実施状況
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回答なし

（１２）　実施した受動喫煙防止対策の内容(ウ～カは複数回答)n=182
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ア　敷地内を禁煙にしている

イ　建物内を禁煙にしている　

ウ　喫煙室や喫煙フロアを設置し、煙が喫煙場所から禁煙

場所に流れないようにしている

エ　喫煙席、禁煙席を設置しているが、煙が禁煙場所に流れ
ることがある

オ　昼食時間など一定の時間帯は、禁煙にしている

カ　多くの従業員が使用する場所を禁煙にしている

（１０）受動喫煙防止対策の実施状況 

 何らかの受動喫煙防止対策

を実施している事業所は、全

体の６５．９％、実施してい

ない事業所は３１．９％だっ

た。 

 

 

              

 

 

（１１）業種別受動喫煙防止対策の実施状況 

 受動喫煙対策を業種

別にみると、医療・福祉

業、製造業、金融・保険

業、運輸業・郵便業など

では取組み率が高かっ

たが、飲食・宿泊業、建

設業、卸売・小売業、生

活関連サービス業では

低かった。 

 

 

 

（１２）実施した受動喫煙防止対策の内容 

１８２事業所

が対策を実施し

ており、その内

容は、建物内禁

煙が９２、多く

の従業員が使用

する場を禁煙と

している５２、

が多かった。 

 

 



　（１３）受動喫煙防止対策を実施していない理由(複数回答)
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喫煙は自由にさせるべきと考えているため

喫煙室などを設けるスペースがないため

喫煙室の設置など防止対策に費用をかけられないた

め

喫煙者から理解が得られないため

利用者から要望がないため

従業員から要望がないため

利用者数、売上の減少が心配であるため

（１４）　行政への要望(複数回答)n=170
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受動喫煙の防止対策を実施した施設の認証制度(ス
テッカーの配布等)

施設が実施する受動喫煙防止対策への経済的支援(施
設整備等)

施設が実施する受動喫煙防止対策への技術的支援(相

談や空気環境測定等)

健康被害など受動喫煙防止の必要性をもっと県民等に
具体的に知らせてほしい

受動喫煙防止対策等の参考になる取組事例の紹介

たばこに関する健康相談、講話等をしてほしい

禁煙するための情報を提供してほしい

その他

事業所数

喫煙者がいる事業所数(再掲)

（１３）受動喫煙防止対策を実施していない理由 

 受動喫煙防止対策を

していない理由として

は、「喫煙は自由にさせ

るべきと考えているた

め」４２、「喫煙室など

を設けるスペースがな

い」２０、「喫煙室の設

置など防止対策に費用

をかけられないため」

１８、「喫煙者から理解

が得られない」２１、

「従業員から要望がな

いため」１９が挙げら

れていた。 

 

（１４）行政への要望（複数回答） 

 行政への要望は、「健康被害など受動喫煙防止の必要性をもっと県民等に具体的に知らせ

てほしい」７７、「受動喫煙防止対策を実施した施設の認証制度（ステッカーの配布等）」

５３、「施設が実施する受動喫煙防止対策への経済的支援（施設整備等）」５２が多かった。 

このうち、喫煙者のいる事業所では、「健康被害など受動喫煙防止の必要性をもっと県民等

に具体的に知らせてほしい」３５、「施設が実施する受動喫煙防止対策への経済的支援（施

設整備等）」２９、「禁煙するための情報を提供してほしい」２９が多かった。 


